
　
国
民
年
金
は
、
高
齢
に
な
っ
た
と
き
や
、
病
気
・
け
が
で
障
が
い
が
残
っ
た
と
き
、
家
計
を
支

え
て
い
た
人
が
亡
く
な
っ
た
と
き
な
ど
に
所
得
を
保
障
し
、
安
定
し
た
生
活
を
み
ん
な
で
支
え
合

う
た
め
の
制
度
で
す
。
日
本
に
住
所
が
あ
る
厚
生
年
金
や
共
済
組
合
の
加
入
者
以
外
で
20
歳
以
上

60
歳
未
満
の
人
は
必
ず
加
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
平
成
26
年
度
の
財
務
書
類
（
普
通
会
計
）
と
健
全
化
判
断
比

率
・
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

11
月

い
い

30
日

み
ら
い

は
「
年
金
の
日
」

知
っ
て
い
ま
す
か
？
　
国
民
年
金

平
成
26
年
度
の
財
政
の
健
全
性
を
チ
ェ
ッ
ク
！

　
国
民
年
金
に
加
入
し
て
い
る

人
を
「
被
保
険
者
」
と
い
い
、

加
入
し
て
い
る
年
金
の
種
類
に

よ
っ
て
保
険
料
を
納
め
る
方
法

が
違
い
ま
す
。

　
国
民
年
金
に
加
入
し
て
い
る

人
は
次
の
よ
う
な
給
付
が
あ
り

ま
す
。

■
老
齢
基
礎
年
金

　
保
険
料
を
納
め
た
期
間
や
免

除
さ
れ
た
期
間
が
25
年
以
上
あ

る
人
が
、
原
則
と
し
て
65
歳
か

ら
受
け
ら
れ
ま
す
。

■
障
害
基
礎
年
金

　
病
気
や
け
が
に
よ
っ
て
障
が

い
が
残
っ
た
と
き
に
受
け
ら
れ

ま
す
。（
一
定
要
件
あ
り
）

　
老
齢
基
礎
年
金
を
ま
だ
受
け

取
っ
て
い
な
い
人
は
、
老
齢
基

礎
年
金
を
増
や
す
た
め
に
次
の

方
法
が
あ
り
ま
す
。
い
ず
れ
も

申
請
が
必
要
で
す
。

■
付
加
年
金

　
定
額
保
険
料
に
加
え
て
月
額

４
０
０
円
を
納
め
る
と
、
受
け

取
る
額
が
増
え
ま
す
。

※
国
民
年
金
基
金
未
加
入
者
の
み

■
追
納

　
過
去
10
年
以
内
に
免
除
ま
た

は
猶
予
の
期
間
が
あ
る
人
は
、

さ
か
の
ぼ
っ
て
納
付
（
追
納
）

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

■
60
歳
か
ら
の
任
意
加
入

　
60
歳
以
上
で
未
納
な
ど
の
た

め
満
額
の
年
金
を
受
け
ら
れ
な

い
人
は
、
65
歳
ま
で
で
あ
れ
ば

任
意
で
年
金
に
加
入
し
、
保
険

料
を
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。（
受
給
資
格
期
間
の
足
り

な
い
人
は
、
最
長
70
歳
に
な
る

ま
で
加
入
で
き
ま
す
）

■
後
納（
平
成
30
年
９
月
ま
で
）

　
過
去
5
年
以
内
に
未
納
期
間

や
未
加
入
期
間
が
あ
る
人
は
、

さ
か
の
ぼ
っ
て
納
付
（
後
納
）

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
後
納

に
よ
り
受
給
資
格
期
間
を
満
た

す
と
年
金
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

※
65
歳
以
上
で
す
で
に
受
給
資
格

が
あ
る
人
は
後
納
で
き
ま
せ
ん

■
遺
族
基
礎
年
金

　
国
民
年
金
に
加
入
し
て
い
た

人
が
死
亡
し
た
と
き
に
、
18
歳

未
満
の
子
が
い
る
場
合
な
ど
に

配
偶
者
ま
た
は
子
が
受
け
ら
れ

ま
す
。（
一
定
要
件
あ
り
）

第
２
号
被
保
険
者

　
厚
生
年
金
や
共
済
組
合
の
加
入
者

※
保
険
料
は
給
料
天
引
き

第
３
号
被
保
険
者

　
第
２
号
被
保
険
者
に
扶
養
さ

れ
て
い
る
20
歳
以
上
60
歳
未
満

の
配
偶
者

※
保
険
料
は
配
偶
者
が
加
入
し
て

い
る
年
金
制
度
が
負
担
（
自
分
で

納
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
）

ど
ん
な
種
類
が

あ
る
の
？

年
金
を増

や
し
た
い
！

ど
ん
な
年
金
が

も
ら
え
る
の
？

第
１
号
被
保
険
者

任
意
加
入
被
保
険
者

　
国
内
に
住
む
20
歳
以
上
60

歳
未
満
の
人
で
、
第
２
号
被

保
険
者
・
第
３
号
被
保
険
者

以
外
の
人
（
例
：
自
営
業
や

農
業
に
従
事
し
て
い
る
人
、

学
生
な
ど
）

※
保
険
料
は
自
分
で
納
付

　
国
内
に
住
む
60
歳
以
上
65

歳
未
満
の
老
齢
基
礎
年
金
を

受
け
て
い
な
い
人
や
海
外
に

住
む
20
歳
以
上
65
歳
未
満
の

日
本
人
ら

※
保
険
料
は
自
分
で
納
付

平
成
27
年
度
保
険
料

月
額
１
万
５
５
９
０
円

【
納
付
方
法
】

①�

納
付
書
で
全
国
の
金
融
機

関
、
コ
ン
ビ
ニ
で
納
付

②
口
座
振
替

③
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
納
付

④
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
納
付

い
く
ら
納
め
る
の
？

　
経
済
的
な
理
由
で
保
険
料

の
納
付
が
困
難
な
人
（
第
１

号
被
保
険
者
）
の
た
め
に
、

次
の
制
度
が
あ
り
ま
す
。
い

ず
れ
も
窓
口
で
申
請
が
必
要

で
す
。（
申
請
に
あ
た
り
、
所

得
の
申
告
が
必
要
な
場
合
が

あ
り
ま
す
）

■
申
請
免
除

　
前
年
所
得
に
応
じ
て
全

額
・
４
分
の
３
・
半
額
・
４

分
の
１
免
除
＝
本
人
・
配
偶

者
・
世
帯
主
の
前
年
所
得
を

審
査

■
若
年
者
納
付
猶
予

　
30
歳
未
満
の
人
の
納
付
猶

予
＝
本
人
・
配
偶
者
の
前
年

所
得
を
審
査

■
学
生
納
付
特
例

　
学
生
の
納
付
猶
予
＝
本
人

の
前
年
所
得
を
審
査

□
失
業
特
例

　
退
職
や
失
業
し
た
人
は
離

職
票
の
コ
ピ
ー
な
ど
を
添
付

す
る
と
本
人
の
前
年
所
得
を

除
外
し
て
審
査
で
き
ま
す
。

納
付
が
困
難
な
場
合
は
？

社会保険料控除証明書が届きます

　国民年金保険料は全額が社会保険料
控除の対象となります。社会保険料控除
証明書は年末調整や確定申告に必要と
なるため、大切に保管してください。

11月に送付される人
　１月１日から９月30日までの間に保険料
を納めた人

平成28年２月に送付される人
　10月１日から12月31日までの間に今
年初めて国民年金保険料を納めた人

控除証明書に関する問い合わせ
　�0570-058-555、IP電話・PHSか
らは�03-6700-1144へ

【
貸
借
対
照
表
】

　
26
年
度
末
の
資
産
が
７
３
４ 

９
億
円
、
そ
の
財
源
と
し
て
将

来
世
代
の
負
担
で
あ
る
負
債
が

１
９
８
４
億
円
、
過
去
・
現
世

代
の
負
担
で
あ
る
純
資
産
が

５
３
６
５
億
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。

【
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
】

　
１
年
間
に
要
し
た
資
産
形
成

に
結
び
つ
か
な
い
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
コ
ス
ト
は
、
経
常
行
政
コ

ス
ト
が
１
６
１
６
億
円
、
そ
れ

に
対
し
て
使
用
料
・
手
数
料
な

ど
受
益
者
負
担
の
経
常
収
益
が

47
億
円
、
差
し
引
き
の
純
経
常

行
政
コ
ス
ト
が
１
５
６
９
億
円

と
な
り
、
市
税
や
国
・
県
な
ど

の
補
助
金
で
賄
わ
れ
て
い
ま

す
。

【
純
資
産
変
動
計
算
書
】

　
過
去
・
現
世
代
が
負
担
し
た

26
年
度
末
の
純
資
産
は
、
５
３ 

６
５
億
円
で
、
25
年
度
末
か
ら

5
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

【
資
金
収
支
計
算
書
】

　
１
年
間
の
資
金
の
増
減
に

つ
い
て
、
26
年
度
末
で
は
現
金

残
高
が
64
億
円
と
な
り
、
25
年

度
末
か
ら
２
億
円
増
加
し
て

い
ま
す
。

�
財
政
課
�
948
６
３
２
６
・
�

934
１
８
０
３

�
国
保
・
年
金
課
�
948
６
３
５
６
・
�
934
２
６
３
１
、
松
山

東
年
金
事
務
所
�
946
２
８
３
５
・
�
933
１
３
１
９
、
松
山
西

年
金
事
務
所
�
925
５
１
７
５
・
�
923
４
６
１
９
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2015（平成27）年11月15日号（4）

財務書類（普通会計）から健全化判断比率・資金不足比率から
比率名（用語説明）

（ ）
①実質赤字比率

（ ）
③実質公債費比率

（ ）
④将来負担比率

（ ）
⑤資金不足比率

平成26年度
（平成25年度） 数値の説明 早期健全化基準

（財政再生基準）

25％以上
（35％以上）

350％以上
（設定なし）

【経営健全化基準】
20％以上

（ ）
②連結実質赤字比率

16.25％以上
（30％以上）決算は黒字該当なし

（　〃　）

6.8％
（7.8％）

９会計全てで
資金不足なし

55.6％
（60.9％）

該当なし
（　〃　）

貸借対照表

資金収支計算書 行政コスト計算書

【資産の状況とその財源】
 

 

－ ＝

 

 

＝

ー ＋ ＋

＋ ＝

 

   期末純資産残高  5,365億円

負債　1,984億円（27.00％）
　固定負債 1,809億円
　流動負債 175億円

【1年間の資金（現金）の流れ】 【1年間に要した行政サービスのコスト】

【1年間の純資産の動き】

期首歳計
現金残高
62億円

経常収益
47億円

期首
純資産残高
5,370億円

一般財源、
補助金等受入
1,552億円

臨時損益、
資産評価替等
12億円

使用料など
受益者負担

経常的収支 289億円
公共資産整備収支 △85億円
投資・財務的収支 △202億円

人にかかるコスト 250億円
物にかかるコスト 422億円
移転支出的なコスト 921億円
その他のコスト 23億円

現金増減額 2億円 経常行政コスト 1,616億円

●1年間の増減→5億円減

※△はマイナス

期末歳計
現金残高
64億円

純経常
行政コスト
1,569億円

純経常
行政コスト
1,569億円

純資産変動計算書

純資産　5,365億円
（73.00％）

資産　7,349億円
　公共資産 6,492億円
　投資等 487億円
　流動資産 370億円
（うち 歳計現金 64億円 ）

※①から④のいずれかが早期健全化基準以上の場合、財政健全化計画
の策定が必要。⑤が経営健全化基準以上の場合、経営健全化計画の策定
が必要

一般会計などの実
質赤字額は収入の
どれくらいか

市の全会計の実質
的な赤字は収入の
どれくらいか

借金返済に充てた
額は収入のどれく
らいか

将来負担すべき負
債は収入のどれく
らいか

企業会計の資金不
足額は事業規模の
どれくらいか

市債残高減少
による償還額
減などにより
改善
退職手当負担
見込額や、市
債残高の減少
などにより改
善

該当なし
（　〃　）

11.25％以上
（20％以上）決算は黒字

　財務書類からは、コスト削減や財源確保に努
め、将来世代へ過度な負担を残さず資産形成し
たことが分かります。健全化判断比率からは、
市債償還を進め、将来世代への負担が軽減され
たことが分かります。厳しい社会経済情勢の
中、健全な財政運営が維持できています。

!! データから分かること


